
第23回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2020年９月１日から2021年８月31日まで）

日本ＢＳ放送株式会社

上記事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト
（https://corp.bs11.jp/ir/）に掲載することにより、株主の皆様に提供し
ております。

2021年10月18日 18時09分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社理論社

株式会社国土社
２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社理論社及び株式会社国土社の決算日は、７月31日であります。
連結決算日との差は３ケ月以内であるため、連結計算書類の作成にあたっては、当該連結
子会社の決算日における計算書類を使用しております。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。
４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のないもの

　 移動平均法による原価法によっております。
② たな卸資産
イ．番組勘定

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

ロ．製品及び仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法によっております。なお、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 15～50年

② 無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 賞与引当金

当社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当
連結会計年度負担額を計上しております。

② 返品調整引当金
連結子会社については、出版物の返品による損失に備えるため、過去の返品実績を
勘案した所要額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
(連結損益計算書）
前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めておりました「保険解約返戻金」（前
連結会計年度 4,712千円）は重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しておりま
す。

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当
連結会計年度末から適用し、連結注記表に(会計上の見積りに関する注記)を記載しておりま
す。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 189,065千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の金額は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額等に基づ
き、回収が見込まれる金額を計上しております。当該事業計画は、テレビ広告の市場動向及
び新型コロナウイルス感染症の収束時期等の仮定をおいて見積っております。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響
を受ける可能性があり、将来の課税所得の時期及び金額について見直しが必要になった場
合、翌連結会計年度において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

（追加情報）
（会計上の見積りを行う上でのコロナウイルス感染症に関する一定の仮定について）
新型コロナウイルス感染症の拡大については、現在でもなお、継続している状況でありま
す。当社グループでは2022年８月期上期にかけて経済状況は徐々に回復していくものと仮
定し、繰延税金資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、今後の経過によっては実績値に基づく結果が、これらの仮定及び見積りと
は異なる可能性があります。なお、この仮定については、前連結会計年度から重要な変更は
ありません。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 1,801,164千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 17,804,032株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年11月11日
定時株主総会 普通株式 356,077 20.00 2020年８月31日 2020年11月12日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2021年11月17日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 356,077千円
② １株当たりの配当額 20円
③ 基準日 2021年８月31日
④ 効力発生日 2021年11月18日
なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 13,100株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組指針

当社グループは、必要資金は通常の営業活動で獲得した資金から充当することを基本方
針としており、借入については資金需要が発生する都度、検討することとしております。
また、資金運用については短期的な預金等に限定しております。なお、デリバティブ取引
は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引相手ごとに回
収期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握をする
ことによってリスク低減を図っております。
投資有価証券は全て非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されているため、定期

的に発行体の財務状況等を把握しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
当連結会計年度（2021年８月31日）

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 13,021,321 13,021,321 ―

（2）受取手形及び売掛金 2,065,994 2,065,994 ―

資産計 15,087,316 15,087,316 ―
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（注）１．金融商品の時価の算定方法
資産
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 2021年８月31日
非上場株式 104,750

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であることか
ら、時価開示の対象としておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,140円28銭
２．１株当たり当期純利益 104円83銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
番組勘定
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）によっております。

３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

定率法によっております。なお、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物・・・・・15～50年

（２）無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。
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４．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担
額を計上しております。

（２）退職給付引当金
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
(損益計算書）
前事業年度において営業外収益の「その他」に含めておりました「保険解約返戻金」（前事業
年度 4,712千円）は重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当
事業年度末から適用し、個別注記表に(会計上の見積りに関する注記)を記載しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
１．当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 187,523千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の金額は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額等に基づ
き、回収が見込まれる金額を計上しております。当該事業計画は、テレビ広告の市場動向及
び新型コロナウイルス感染症の収束時期等の仮定をおいて見積っております。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響
を受ける可能性があり、将来の課税所得の時期及び金額について見直しが必要になった場
合、翌事業年度において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（追加情報）
（会計上の見積りを行う上でのコロナウイルス感染症に関する一定の仮定について）
新型コロナウイルス感染症の拡大については、現在でもなお、継続している状況でありま
す。当社では2022年８月期上期にかけて経済状況は徐々に回復していくものと仮定し、繰
延税金資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、今後の経過によっては実績値に基づく結果が、これらの仮定及び見積りと
は異なる可能性があります。なお、この仮定については、前事業年度から重要な変更はあり
ません。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,796,225千円
２．関係会社に対する債権債務
関係会社に対する短期金銭債権 9,145千円
関係会社に対する短期金銭債務 8,998千円

３．取締役、監査役に対する金銭債務
金銭債務 1,302千円

― 9 ―

2021年10月18日 18時09分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 117,971千円
売上原価・販売費及び一般管理費 161,691千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
普通株式 137株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
番組勘定 47,616千円
未払事業税 37,217千円
未払費用 49,442千円
退職給付引当金 27,285千円
その他 25,962千円
繰延税金資産小計 187,523千円
評価性引当額 －千円
繰延税金資産合計 187,523千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有又
は被所有
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

親会社 ㈱ビックカメラ 東京都
豊島区 25,929 家電製品等

の販売
被所有
直接61.42

当社番組の
スポンサー
契約

放送収入他 106,883 売掛金 8,129

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）放送収入他については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の取引条件等によっております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,134円04銭
２．１株当たり当期純利益 103円36銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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